
 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

  

 

    

   

   

  

  

  

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国税庁は、競馬の馬券の購入を機械的、網羅的、大規模に行っている場合に、（１）払戻金は

一時所得と雑所得のいずれに該当するか（２）所得金額の計算上控除すべき金額は、的中した馬

券の購入費に限られるか否か、が争われた訴訟において、馬券購入行為の態様や規模等によって

払戻金は雑所得に該当し、外れ馬券の購入費も控除すべき旨の判決を受け、その概要や今後の対

応等について公表した。 

被上告人は、馬券を自動的に購入し、回収率を高めるため、競馬情報配信サービス等から得ら

れたデータを分析して購入額を算出し、中央競馬のほとんどのレースで、数年以上にわたり網羅

的に、一日で数百万円から数千万円の馬券を購入し続けた。払戻金の合計額から外れ馬券を含む

全ての馬券の購入費を差し引いた利益は、本件の公訴事実とされた３年間で計１億３，９００万

円に上った。 

小法廷は、この馬券購入行為を「一体の経済活動の実態を有する」と判示し、払戻金を雑所得

の収入金額とし、外れ馬券の購入費は的中馬券の払戻金を得るための必要経費として認めた原審

の判断を指示した。 

従来、競馬の馬券の払戻金を一律に「一時所得」と扱っていた根拠となる所得 

税基本通達３４－１は、今後改正される予定。 
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『馬券を巡る所得税法の取扱い 所基通３４－１改正へ－国税庁』 
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『正社員不足、企業の４割弱に 非正社員は４社に１社』 

』 

 

帝国データバンクがこのほど発表した「人手不足に対する企業動向調査」結果によると、「正

社員が不足している」と回答した企業は４割弱に上っている。また、「非正社員が不足している」

と答えた企業は４社に１社だった。この調査は今年１月１９日から３１日まで、全国２万３，４

０２社を対象に実施した。回答率は４６．１％だった。企業の３７．８％で正社員が不足してお

り、業種別では「情報サービス」が５９．３％で最も高かった。以下、「建設」（５４．６％）、

「医薬品・日用雑貨品小売」（５３．６％）、「放送」（５３．３％）、｢旅館･ホテル｣(５２．

８％）、「人材派遣・紹介」（５２．６％）、「運輸・倉庫」（５０．０％）などが続いている。  

非正社員が不足していると回答した企業は２４．１％だった。業種別では「飲食店」（５５．

０％）、「旅館・ホテル」（５４．３％）、「飲食料品小売」（５３．９％） が５０％を超え

ている。以下、「人材派遣・紹介」（４８．９％）、「娯楽サービス」（４８．３％）などの順

となっている。特に、「娯楽サービス」（２０１３年１２月実施の前回調査比１５．６ポイント

増）や「飲食料品小売」（同１２．２ポイント増）、「旅館・ホテル」（同８．８ポイント増） 

などで、人手不足が大幅に拡大している。 
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